
事務事業評価の評価結果について（平成26年度の事業に対する評価）

農林水産部 評価：４＝できている　３＝概ねできている　２＝課題克服が必要　１＝未着手状況　　

指標名 指標設定の考え方 目標値 実績値 数値以外の目標 目標に対する実績等の分析 評価 所見
平成27年度
以降の事業
の方向性

所見

農林水産政
策課

農業総務
一般事務
事業

　農業費全般に係る一般事務と
して、事務用消耗品の購入、複
写機借上等の施行及び公用車の
維持管理を行います。

事務経費及
び公用車維
持管理費の
減

事務用消耗品費、複写機
のパフォーマンスチャー
ジ料、公用車の燃料費及
び修繕料等の削減

6,000
千円

4,813
千円

複写機、公用車の維
持管理経費等の適正
な執行

　複写機及び公用車の維
持管理経費等の適正な執
行を行いました。

4

　一般的な事務経費をは
じめ公用車の維持管理経
費等について、適切な執
行に努め、経費の節減を
図ることができました。

現状維持

　事務用消耗品、複写機
のパフォーマンスチャー
ジ料、公用車の維持管理
経費等、経費の節減を徹
底していきます。

農林水産政
策課

農業振興
一般事務
事業

　市内各地域の特性や実情に応
じた農業の振興を図るため、地
域の農業者、農村への支援を行
うとともに、津市農林水産物利
用促進協議会の事業を支援する
ことで、広く、市内産農林水産
物の地域特産物としての認識を
深め、津産津消の推進を図りま
す。

津市農林水
産物利用促
進計画（仮
称）の策定
とその計画
の推進

　津市農林水産物利用促
進計画（仮称）の策定を
行い、計画の実現に向け
た取組を推進します。

15推進
品目

13推進
品目

津市農林水産物利用
促進計画（仮称）の
策定

　津市農林水産物利用促
進計画（仮称）案の策定
を行い、津市農林水産物
利用促進協議会で検討を
行いました。

4

　農林水産物利用促進協
議会において、イベント
での特産品１３品目の啓
発パンフレットの配布や
市内産農林水産物のＰ
Ｒ、市内高校を通じたコ
ラボレシピ発表会の開催
等を通じて、津産津消の
推進を図ることができま
した。

拡充・充
実

　津市農林水産物利用促
進協議会において、津産
津消及びブランド化推進
品目のブランド化に向け
た方策の検討や推進事業
等を進めていきます。

農林水産政
策課

農業振興
支援事業

　農業の持続的な発展を図るた
め、多様な担い手の育成・確
保、地域ぐるみで農地・農業用
水等の資源や農村環境を守る取
組等に対し支援を行います。

農業振興支
援事業の推
進

　津市産業振興ビジョン
の実現に向けて、集落営
農の促進、農用地流動化
促進、地域農業基盤創生
を推進し、地域農業の振
興を図ります。

　産業振興ビジョン
の実現に向けて、農
業振興に係る主要事
業を計画的に実施し
ます。

　農業振興支援各事業の
実施により、地域農業の
振興を図ることとします
が、全体としての農業振
興指標の設定、評価手法
については引き続き検討
します。

4

　産業振興ビジョンの実
現に向けて、有害鳥獣対
策等主要事業を計画的に
実施したことにより、地
域農業の振興に寄与する
ことができました。

拡充・充
実

　産業振興ビジョンの実
現に向けて、農業振興に
係る主要事業の充実を図
り、取組を推進します。
また、多様な担い手の育
成・確保、地域ぐるみで
農地・農業用水等の資源
や農村環境を守る取組等
に対し支援を行います。

農林水産政
策課

農村交流
等支援事
業

　市内産農林水産物の消費拡
大、地産地消及び生産者と消費
者の交流の促進を図るため、市
内各所でイベントを開催しま
す。

来場者数の
増加

　来場者数を増やすこと
により、事業効果を高め
ます。

40,000
人

37,000
人

　開催日時や魅力ある実
施内容等の検討を行い、
来場者の増加を図りま
す。

4

　イベントにおける市内
産農林水産物のＰＲや生
産者と消費者との交流等
を通じて、市内産農林水
産物の消費拡大、地産地
消の促進を図ることがで
きました。

拡充・充
実

　農林水産業や農林水産
物に対する市民の理解を
深めるため、イベント内
容や方法等を検討し、周
知及び取組の推進を図っ
ていきます。
　特に来場者数の減少傾
向を食い止めるため、よ
り魅力のあるイベントづ
くりを推進します。

農林水産政
策課

中山間地
域等直接
支払事業

　中山間地域等、農業生産条件
が不利な地域において、農業生
産の維持を通じて農業・農村の
有する多面的機能の維持に努め
ます。

協定面積の
維持・拡大

　中山間地域において、
耕作放棄地の発生を防止
し、多面的機能を維持す
るため、協定面積の維
持・拡大を図ります。

182ｈａ 182ｈａ

　営農条件が厳しい地域
ですが、現協定面積を維
持することができまし
た。

4

　集落協定を締結して農
業生産活動等の継続を促
し、それにより耕作放棄
地の発生が防止されるな
ど、農業が果たす役割、
農村が有する多面的機能
の維持を図ることができ
ました。

拡充・充
実

　平成２２年度から始
まった３期対策は平成２
６年度で終了するが、４
期対策として平成２７年
度から５か年間実施され
るため、対象地域・集落
への制度の周知及び取組
を推進することにより、
協定面積の拡大を図って
いきます。

農林水産政
策課

畜産業振
興事業

　中南勢地区のと畜解体処理施
設である松阪食肉公社の経営を
支援します。

松阪食肉公
社への負担
金の軽減

　松阪食肉公社への負担
金を軽減することで、経
費の削減に繋げていきま
す。

　施設整備を含め、
公社の経営・運営に
ついて費用対効果を
考慮し、自助努力を
求めていきます。

　松阪肉のブランドを維
持するため、負担金に対
する費用対効果も含め、
松阪食肉公社の経営の改
善に繋げるために自助努
力を求めていきます。

4

　松阪食肉公社の経営改
善を通じて畜産農家の経
営安定に資することがで
きました。

拡充・充
実

　今後も引き続き、松阪
食肉公社の経営の自助努
力による経営改善を求め
ていくとともに、今後の
施設修繕について協議し
ていきます。

所管課長等による評価

課等名 中事業名 事業の目的

成果指標（平成26年度） 事業の評価
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農林水産政
策課

獣害対策
事業

　野生鳥獣による農林産物への
被害を抑制し、農業者の収入や
生産意欲を守るため、野生鳥獣
の個体数の調整、防護柵の設
置、地域ぐるみの獣害対策への
支援を行い、獣害対策の取組の
推進を図ります。

総合的な獣
害対策の取
組の推進

　個体数調整・防護柵の
設置・地域ぐるみでの取
組の支援を対策の基本と
しつつ、獣害対策の高度
化の推進を図ります。

個体数調整・防護柵
の設置・地域ぐるみ
での取組の支援によ
る着実な獣害被害の
抑制

　有害鳥獣の捕獲数増加
や地域での取組における
意識改革が見られたこと
などにより、被害が若干
減少した。

4

　有害鳥獣の捕獲数につ
いては年々増加してきて
おり、地域での取組につ
いても、地域性に沿った
獣害対策の浸透などの意
識改革が見られたこと
で、鳥獣被害が、平成
25年度に比べ平成26年
度には若干減少している
ことなどから、一定の効
果がありました。

拡充・充
実

　鳥獣被害としては、平
成25年度に比べ平成26
年度には若干減少してい
るが、被害金額は約4千
万円とまだ一定の獣害被
害が存在している状態で
あることを鑑み、平成
27年度以降も引き続き
獣害対策を行っていく必
要があります。対策内容
としては、引き続き「個
体数調整」「防護柵の推
進」「地域ぐるみでの取
り組み」の3本の柱を中
心に、先進的なものも取
り入れながら、鳥獣被害
の低減を図ります。

農林水産政
策課

一次産業
担い手供
給プロ
ジェクト
事業

　農業を始めて間もない人の営
農定着を支援するため、新規就
農者の農地等の現場に指導農業
士や農村女性アドバイザーなど
の専門サポーターを派遣し、直
接相談や助言・指導を行いま
す。
　農業従事者の減少・高齢化に
よる後継者不足等を解消するた
め、農林水産政策課にワンス
トップ窓口として｢就農相談窓
口｣を設置し、関係機関との協
働により、多角的な視点から要
望への対応や課題の洗い出し等
を行い就農につなげます。

新規就農者
等農業従事
者の増加

　農業を始めて間もない
人の営農定着を支援する
ため、専門サポーター等
を派遣し、直接相談や助
言・指導を行い、新たな
担い手の支援を図りま
す。

営農定着の支援、専
門サポーター等の派
遣などによる新たな
担い手の支援

　市民農業塾の実施、農
林業の就業希望者に対す
る研修の実施等就農希望
者に対する支援を行うこ
とができました。

4

　津市農林水産物利用促
進協議会における市民農
業塾の実施により、市内
の就農希望者に対して農
業の基礎的な知識、技術
の習得を支援しました。
　農林業就業促進対策事
業により、農林業者によ
る農林業の就業希望者を
対象とした研修の実施を
支援しました。
　農業版就職支援事業に
より、農業者による農業
の就業希望者を対象とし
た研修の実施を支援しま
した。
　平成26年4月から当課
にワンストップ窓口とし
て｢就農相談窓口｣を設置
し、就農相談者に対し相
談内容を聞取り、関係機
関との情報共有・協働に
よる指導等を行い就農支
援を実施しました。

拡充・充
実

　市民農業塾、農林業就
業促進対策事業、農業版
就職支援事業について、
引続き事業を推進しま
す。
　一次産業新規就業サ
ポーター制度について、
制度の周知を図り新規就
業者による活用促進を図
ります。

農林水産政
策課

経営所得
安定対策
推進事業

　麦・大豆の生産拡大など、水
田の有効活用により、食料自給
率の向上を図るため、津北地域
農業再生協議会・津南地域農業
再生協議会に対し、交付金を交
付します。

米の生産数
量の目標達
成

津市全体において、主食
用米の生産数量目標を達
成する。（生産数量目標
以下の数値にする。）

100% 100%
津市全体として、主
食用米の生産数量目
標を達成すること

　津市全体として、生産
数量の目標を達成しま
す。

4

　水田において、麦、大
豆、地域振興作物、需給
調整の取組として取り扱
う米穀等の生産に取り組
んだ農業者を支援するこ
とで、水田の有効活用や
自給力の向上を図ること
ができました。

現状維持

　津市水田活用自給力向
上交付金を十分に活用
し、米及び畑作物の生産
数量目標の達成、戦略作
物の生産拡大を通じて食
料自給率の向上を図って
いきます。

農業共済室

農業共済
事業会計
損害防止
事業

　損害防止事業の実施により、
農畜産物への被害や事故を防止
することで農業経営の安定及び
農業共済制度の健全な運営に寄
与します。

損害防止事
業の推進

　損害防止事業の推進に
より、農作物の被害や家
畜の事故の低減を図るこ
とで農業経営の安定を図
ります。

　損害防止事業によ
り農作物の被害や家
畜の事故の低減を図
ります。

　損害防止事業により農
作物の被害や家畜の事故
の低減を図ることができ
ました。

4

　損害防除事業の実施に
より、獣害による被害耕
地が減少しつつありま
す。

現状維持
　ロケット花火の購入に
ついて、28年度以降検
討を行います。
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林業振興室
林業総務
一般事務
事業

　森林法等に基づく関係事務及
び森林整備協議会の開催等、林
業振興の一般的な事務に係る経
費の執行管理を行います。

複写機、公
用車の維持
管理経費等
の適切な執
行、森林整
備協議会の
開催

　林業振興室所管の各事
業の円滑な実施を図りま
す。

2回 2回

　複写機、公用車の
維持管理経費等の適
切な執行、森林整備
協議会の開催

　森林整備計画の変更及
び森林環境創造事業に係
る新規団地の認定による
開催回数が２回となりま
した。

4

　森林法に基づく伐採
届、森林所有者届等の事
務処理を適切行い、森林
整備協議会も適宜開催し
ています。また、三重県
及び林業関係団体との連
絡調整も図れました。

現状維持

　今後においても森林法
等に基づく手続きは適切
に実施し、林業関係団体
等の連携強化に努めま
す。

林業振興室
林業振興
一般事務
事業

　林業関係施設の適切な維持管
理行い、施設の安全性及び利便
性の向上を図ります。また、林
業関係団体の強化及び地域産材
の普及活動に係る支援を行いま
す。

各施設の適
切な管理

　来場者が快適に利用で
きるよう各施設の維持管
理を適正に行います。

適切な施設の維持管
理

　適切な施設の維持管理
ができました。

3

　施設の老朽化が進む
中、施設の維持管理経費
の節減に努めながら、利
用者へのサービス向上に
努めます。

現状維持

　施設の適切な維持管理
を行うため、引き続き適
切な施設管理に努めま
す。

林業振興室
森づくり
整備事業

　生産林においては、間伐事業
補助金により持続可能な林業経
営を通じて森林の多目的機能の
向上を図ります。また、環境林
においては、環境創造事業等に
より森林を公共財として位置づ
けた公益的機能を高度に発揮す
る多様な森林づくりを行いま
す。

津市特定間
伐等促進計
画に定める
間伐等の目
標面積

　津市特定間伐等促進計
画に定める平成32年度
末までに行う間伐等の目
標面積を成果指標としま
す。

318ｈａ 203ｈａ

　森林環境創造事業にお
ける間伐施業が昨年に比
べ増加、また、造林事業
においては県の施策によ
り植栽面積が増加しまし
たが、間伐面積は減少し
ました。

4

　国・県の動向に沿った
形での事業実施により植
栽面積が増加し間伐面積
は減少するなど各事業の
実績が変動しました。

拡充・充
実

　森林経営計画の策定に
よる集約化、作業路の開
設及び高性能林業機械の
導入により、利用間伐を
促進し、積極的な林業経
営を促すとともに木質バ
イオマス原料の確保に努
めます。

林業振興室
市有林維
持管理事
業

　市有財産の価値の向上及び多
面的機能の維持向上を目的に市
有林整備を行います。

市有林の維
持管理箇所

市有林の管理委託箇所と
保育事業箇所数

60ｈａ 62.3ｈａ

　市有林の適切な維
持管理を行い財産価
値及び多面的機能の
向上を図ります。

　官行造林契約の解除に
伴う国持分の買取を除
き、前年度と同水準で推
移しました。

3

　現況を把握すること
で、適正な維持管理等、
今後の整備計画を作成す
る資料とすることができ
ました。

現状維持

　定期的な現状把握に努
め、計画的な間伐等の施
業を実施し、適正な維持
管理に努めます。

林業振興室
林道整備
事業

　森林の適正な管理や伐採木の
搬出等、林業経営の低コスト化
を図るため、林道の開設、改良
工事を行います。

計画的に林
道整備（開
設・改良）
を行いま
す。

　津市森林整備計画、そ
の他の計画に基づき事業
を行います。

　林道の開設、改良
工事を計画的に行い
基盤整備を促進しま
す。

　津市森林整備計画、そ
の他の計画に基づき、林
道の開設、改良工事を計
画的に行い基盤整備を促
進することができまし
た。

3

　林道の開設工事等を行
うことにより、森林の適
正な維持管理や効率的な
林業経営に資することが
できましたが、年度内に
事業を終了することがで
きず繰越となったものも
あり、今後の進行管理を
徹底します。

現状維持

　実施事業の効率化を図
るとともに、林道開設に
ついてはコスト縮減に努
めます。

林業振興室
林道維持
管理事業

　林道における通行環境等の維
持・保全による安全性の確保を
目的とし、路面整正や排水施設
の整備、補修用原材料の支給、
草刈業務等を行います。
　また、被災を未然に防止し、
適切な維持管理を行うために林
道の現況（危険箇所等）調査業
務委託を行います。

事業の効率
性

　事業の効率化を図りま
す。

　林道の通行の安全
を確保するため、排
水路の修繕や、小規
模崩落土の撤去を行
います。
　また、補修用材料
を支給し維持経費の
軽減を図ります。

　林道の通行の安全を確
保するため、排水路の修
繕や、小規模崩落土の撤
去を行うとともに、補修
用材料を支給し維持経費
の軽減を図ることができ
ました。

3

　林道の適切な維持管理
に努めることで、安全な
木材の搬出・運搬、森林
の保全に資する事ができ
ました。今後も適切な林
道維持管理が図れるよう
効率的に執行します。

現状維持

　林道現況調査の結果に
基づきながら、効率的か
つ効果的な林道維持管理
を行います。

林業振興室
林道施設
災害復旧
事業

　平成25年度からの繰越事業
として、平成25年9月15日か
ら9月16日にかけての台風18
号により被災した林道施設の早
期復旧を図ります。
　平成26年度の現年事業とし
て、平成26年８月９日から８
月10日にかけての台風11号に
より被災した林道施設の早期復
旧を図ります。

迅速な災害
復旧

　災害調査等により災害
原因を把握し、その解消
を図るとともに、迅速な
原形復旧に努めます。

　木材搬出等の林業
経営に支障をきたす
ことがないよう早急
な復旧に努めます。

　林道災害の迅速な復旧
により、木材の搬出・運
搬等に対する影響を最小
限度に留める事ができま
した。

3

　林道災害の迅速な復旧
により、木材の搬出・運
搬等に対する影響を最小
限度に留める事ができま
した。

現状維持
　迅速な復旧を心がけ、
林業経営に支障をきたさ
ないよう努めます。
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林業振興室

みえ森と
緑の県民
税市町交
付金事業

　みえ森と緑の県民税市町交付
金を活用し、災害に強い森林づ
くり、県民全体で森林を支える
社会づくりの2つの基本方針
と、土砂や流木を出さない森林
づくり、暮らしに身近な森林づ
くり、森を育む人づくり、木の
薫る空間づくり、地域の身近な
水や緑の環境づくりの5つの対
策に沿って、地域の実情に応じ
創意工夫した森林づくりの施策
を行います。

2つの基本方
針と5つの対
策に沿った
施策数

　基本方針と対策に沿っ
た事業対策数を指標とし
ます。

4事業 4事業

　基本方針と対策に
沿った形で地域の実
情に応じ創意工夫し
た森林づくりの施策
を実施しました。

　各事業とも、基本方針
に基づいた事業実施がで
きた。

4

　木に触れ感じる機会を
創出することで、森林・
林業に対する理解や木の
ぬくもり等を感じていた
だくことができました。

現状維持

　平成27年度以降も森
林・林業に対する理解
や、木のぬくもり等を感
じていただける様に創意
工夫した森林づくり施策
を行います。

水産振興室
水産業振
興支援事
業

　伊勢湾内の漁場の環境悪化に
伴い、資源の減少が漁家の収入
に大きな影響を与えていること
から、水産資源の保護増殖を図
る漁業組合の取組に支援を行
い、「とる漁業」から「つく
り、育て、とる漁業」への転換
を推進します。
　また、水産物消費拡大を目的
に、津市農林水産物利用促進協
議会等へ負担金の支出を行いま
す。

漁獲量の安
定

　「とる漁業」から「つ
くり、育て、とる漁業」
への転換を推進します。

「つくり、育て、と
る漁業」への転換の
推進

　種苗放流区域におい
て、組合で共同作業を実
施し、漁場の管理を適正
に行うことで、「つく
り、育て、とる漁業」の
推進を図ることができま
した。

4

　水産資源の保護増殖を
図る漁業組合の取組に支
援を行い、「つくり、育
て、とる漁業」の推進を
図ることができました。
　津まつり等各種イベン
トで、津市農林水産物利
用促進協議会でのふるま
い貝汁の出店や、三重県
水産物消費拡大促進協議
会が作成したお魚カレン
ダーを各種行事で配布す
るなど、水産物の消費拡
大のＰＲを積極的に行う
ことができました。

現状維持

　今後も「つくり、育
て、とる漁業」の推進を
図ります。
　また、水産物の消費拡
大のＰＲを積極的に行い
ます。

水産振興室
漁港等維
持管理事
業

　河芸、白塚、香良洲の３漁港
について、除草作業等適切な維
持管理に努めます。
　各漁港施設の維持及び修繕工
事を実施します。

清掃回数

　３漁港について、適切
な維持管理に努めるた
め、清掃回数を指標とし
ます。

12回 12回

　漁港利用者の意識
改革を図り、漁港区
域内の清掃に努めま
す。

　漁港利用者の意識改革
を図り、漁港区域内の清
掃をすることができまし
た。

4

　除草作業等により、ゴ
ミの不法投棄の減少、た
ばこのポイ捨て等による
火災等の防止に努めるこ
とができました。

現状維持
　今後も管理する漁港
の、適正な維持管理に努
めます。

水産振興室
漁港等整
備事業

　河芸・白塚・香良洲の３漁港
について、施設の老朽化が進ん
でいることから、施設の長寿命
化及び更新コストの平準化、縮
減を図るため、機能保全計画を
策定し、計画的に保全工事を実
施します。
　香良洲漁港は、災害時孤立す
る恐れがある地区に位置するこ
とから、災害に強く安全な漁港
づくりを推進するとともに、水
産物の安定的な供給を図るた
め、平成24年度から5か年計画
で国・県の補助事業の採択を受
け、北防波堤の延伸事業を実施
しています。

香良洲漁港
北防波堤延
伸延長

　災害に強く安全な漁港
づくりを推進するととも
に、水産物の安定的な供
給を図るための、防波堤
延伸の整備延長を指標と
して設定します。

40ｍ 40ｍ

　白塚漁港において、機
能保全計画に基づき、施
設の長寿命化を図るため
の保全工事を実施するこ
とができました。
　香良洲漁港において
は、平成28年度事業完
了に向けて、北防波堤延
伸工事を実施することが
できました。

4

　白塚漁港において、機
能保全計画に基づき、施
設の長寿命化を図るため
の保全工事を実施するこ
とができました。
　香良洲漁港において
は、平成28年度事業完
了に向けて、北防波堤延
伸工事を実施することが
できました。

現状維持

　河芸・白塚・香良洲の
３漁港について、施設の
長寿命化を図るため、機
能保全計画に基づき保全
工事を実施していきま
す。
　香良洲漁港において、
災害に強く安全な漁港づ
くりを推進するととも
に、水産物の安定的な供
給を図るため、平成28
年度事業完了に向けて工
事を実施していきます。
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農業基盤整
備課

市単土地
改良事業

　農業用施設に係る地元自治
会・土地改良区等からの要望に
対し、農道舗装及び水路改修工
事等を実施するとともに、小規
模な地元発注工事に対し補助金
を交付します。
　また、生コンクリート・砕石
等を原材料として地元へ支給す
ることにより農業用施設の整
備・補修を行います。

事業の効率
化

　事業の効率化を図りま
す。

　農道、農業用水路
等などで、地元自治
会・土地改良区が発
注する小規模な工事
に係る費用を補助し
ます。
　地元の共同作業に
よる農業用施設の改
修に対し補修用原材
料を支給し、改修経
費の軽減を図りま
す。

　事業要望が増えている
傾向にある中、緊急度の
高いものには、対応でき
ました。

4

　農業用施設の改修工
事、原材料支給及び土地
改良区等が発注する小規
模な改修工事等に補助し
たことで、営農経費・維
持管理の軽減に寄与する
ことができました。

拡充・充
実

　昨年度に比べ予算を拡
充いただいたが、未改修
施設及び老朽化に伴う施
設の改修要望に対し、十
分対応できていない状況
であるため、更なる事業
の拡充を図ります。

農業基盤整
備課

県営等土
地改良事
業

　国・県の補助を受け、農業用
用排水路等の整備工事を実施す
るとともに、新規事業の採択に
向け計画策定業務を実施し、た
め池の老朽化、危険度等の機能
診断を行い、流域の浸水被害防
止を図るとともに、農業用水の
安定供給を図ります。
　また、県営土地改良事業の地
元調整にあたるとともに、事業
に係る市負担分を負担すること
により、営農経費・維持管理の
軽減を図り、担い手への利用集
積向上に努めます。

事業進捗率 事業実施額÷事業費総額 60% 78.8%

　国・県事業予算が年々
縮小されていますが、国
の補正予算増等により、
目標値以上に達成するこ
とができました。

4

　県営事業等に係る負担
金を負担したことによ
り、農家の負担を軽減す
ると共に、営農経費・維
持管理の軽減に寄与する
ことができました。

現状維持

　国の平成２７年度の予
算に対応し県営事業の円
滑な推進を図ります。た
だし、今年度の補助金が
減額になったため、補助
金確保に向けた働きかけ
を行い、予算の確保を要
求していきます。

農業基盤整
備課

農業用施
設維持管
理事業

　排水機場等主要施設の定期的
な整備・補修を実施し、これら
施設の適正な操作と維持管理を
行い、流域の浸水被害防止を図
るとともに、農業用水の安定供
給を図ります。

事業実施率
事業実施事業費／事業計
画事業費

80% 94.1%

　維持管理適正化事業に
ついては、事業実施計画
に基づき工事を実施する
ことができました。

4

　排水機場・ため池等主
要な農業用施設の定期的
な整備・改修を実施する
ことにより、流域の浸水
被害防止と農業用水の安
定供給に寄与することが
できました。

拡充・充
実

　排水機場及びため池等
主要な農業用施設の老朽
化が進んでいる中、毎年
新規地区の事業化を要望
しており、採択いただい
ている状況です。このこ
とから、今後も各農業用
施設の改修要望を行って
いきます。

農業基盤整
備課

農地一般
事務事業

　土地改良施設の管理を行うと
ともに、農業生産基盤の安定化
を図るため、各種土地改良事業
関係の負担金を負担します。

土地改良事
業の円滑な
執行

　基幹的施設に対する農
業者負担の軽減を行い、
農業生産基盤の安定化を
図ります。

　国営・県営中勢用
水土地改良事業の計
画償還金および中勢
用水事業にかかる県
営事業の農家負担分
を負担し、農家の負
担軽減を図ります。
　協議会等のへの補
助金交付を行い、土
地改良事業の円滑な
執行を図ります。

　適切な支援を行うこと
で、土地改良施設の管理
運営を図ることができま
した。

4

　土地改良施設を適正に
管理したことにより、農
業生産基盤の安定化に寄
与することができまし
た。
　また、各種土地改良事
業関係の負担金を負担し
たことにより、農家の負
担を軽減するとともに、
土地改良事業の円滑な執
行に努めることができま
した。

現状維持

　農家の高齢化により後
継者の減少が一層進んで
いる中、土地改良事業関
係の負担金を負担し、土
地改良施設の維持管理に
努めていきます。

農業基盤整
備課

農地災害
復旧事業

　農地において、集中豪雨など
の天然現象により被災した箇所
を原形に復旧し機能回復を図り
ます。

迅速な災害
復旧

　災害調査等により災害
原因を把握し、その解消
を図るとともに迅速な原
形復旧に努めます。

　農業生産等に支障
をきたすことがない
よう早期復旧に努め
ます。

　迅速な対応を心掛け、
被災原因の把握とコスト
を抑えた原形復旧を行い
ましたが、被災件数の多
さから発注が遅れ、繰越
工事となりました。

3

　災害復旧事業により、
一部の被災を受けた農
地、農業用施設を原形復
旧することができ、農業
生産の維持が図ることが
できましたが、被災件数
が多く早期発注が難し
かったため、大半が繰越
工事となりました。対応
職員の増員などが必要と
考えます。

拡充・充
実

　災害という不測の事態
に対し、災害復旧事業に
より早期に機能を回復す
ることで、一部の農業生
産の維持と農家経営の安
定に寄与することができ
ましたが、被災件数が多
く早期発注が難しかった
ため、大半が繰越工事と
なりました。対応職員の
増員などが必要と考えま
す。
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農業基盤整
備課

農業用施
設災害復
旧事業

　農業用施設において、集中豪
雨などの天然現象により被災し
た箇所を原形に復旧し機能回復
を図ります。

迅速な災害
復旧

　災害調査等により災害
原因を把握し、その解消
を図るとともに迅速な原
形復旧に努めます。

　農業生産等に支障
をきたすことがない
よう早期復旧に努め
ます。

　迅速な対応を心掛け、
被災原因の把握とコスト
を抑えた原形復旧を行い
ましたが、被災件数の多
さから発注が遅れ、繰越
工事となりました。

3

　災害復旧事業により、
一部の被災を受けた農
地、農業用施設を原形復
旧することができ、農業
生産の維持が図ることが
できましたが、被災件数
が多く早期発注が難し
かったため、大半が繰越
工事となりました。対応
職員の増員などが必要と
考えます。

拡充・充
実

　災害という不測の事態
に対し、災害復旧事業に
より早期に機能を回復す
ることで、一部の農業生
産の維持と農家経営の安
定に寄与することができ
ましたが、被災件数が多
く早期発注が難しかった
ため、大半が繰越工事と
なりました。対応職員の
増員などが必要と考えま
す。
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